
 

新潟県県産木材の供給及び利用の推進に関する条例 

 

ふるさと新潟の県土面積の約 7割を占める森林は、美しい景観を形成し、生命の源となる

清らかな水を蓄え、県民に自然との触れ合いの機会を提供するなど重要な役割を果たして

いる。私たちは、この豊かな森林から、県土の保全、水源の涵かん養等多くの恩恵を受けて

きた。そして、森林から産出される木材を用いた建築物、工芸品、生活用品等は、温かな風

合い、柔らかな手触り等の特性を有し、県民は、それらに囲まれた生活から、ぬくもりと優

しさを日常的に体感することにより、安らぎを享受してきたところである。 

しかしながら、近年においては、森林資源に代わる化石燃料及び工業製品の利用の増大、

安価な輸入木材の増加に伴う木材価格の低迷等により、林業及び木材産業は厳しい状況に

置かれている。加えて、県内の人工林の 9割以上を占めるスギの多くは、戦後に植林され、

利用可能な大きさに成長しているにもかかわらず、建築材料等として十分に利用されてい

ない状況にある。 

こうした中、ふるさと新潟の地において、木を植え、育て、伐きり、使い、再び植えるこ

とを繰り返すことにより、林業及び木材産業の持続的な発展を図るとともに、将来にわたり

森林資源を用いて本県経済の活性化に資する取組を進めていく必要がある。 

ここに私たちは、森林がもたらす多くの恩恵を後世に継承していくため、県、市町村、森

林所有者、林業事業者、木材産業事業者、建築関係事業者等が相互に協力しながら一体的に

県産木材の供給及び利用の推進に取り組むことにより、林業及び木材産業の持続的な発展

を図り、本県経済の活性化及び県民が県産木材に囲まれて心豊かに暮らすことができる社

会の実現を目指すことを宣言し、この条例を制定する。 

 

(目的) 

第 1 条 この条例は、県産木材の供給及び利用の推進に関し、基本理念を定め、県の責務並

びに森林所有者、林業事業者、木材産業事業者及び建築関係事業者の役割を明らかにする

とともに、県産木材の供給及び利用に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基

本的な事項を定めることにより、林業及び木材産業の持続的な発展を図り、もって本県経

済の活性化及び県民が心豊かに暮らすことができる社会の実現に資することを目的とす

る。 

 

(定義) 

第 2 条 この条例において「県産木材」とは、県内で生産された原木及びこれを原材料とし

て加工された木材をいう。 

2 この条例において県産木材について「供給」とは、建築材料、工作物の資材、製品の原

材料、エネルギー源等として供給し、又はこれを使用した製品を供給することをいう。 



3 この条例において県産木材について「利用」とは、建築材料、工作物の資材、製品の原

材料、エネルギー源等として利用し、又はこれを使用した製品を利用することをいう。 

4 この条例において「森林の有する多面的機能」とは、県土の保全、災害の防止、水源の

涵養、自然環境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防止、林産物の供給等の森林の有する

多面にわたる機能をいう。 

5 この条例において「森林所有者」とは、森林法(昭和 26 年法律第 249 号)第 2 条第 2 項

に規定する森林所有者をいう。 

6 この条例において「林業事業者」とは、森林施業(造林、保育、伐採その他の森林におけ

る施業をいう。以下同じ。)の事業を行う者をいう。 

7 この条例において「木材産業事業者」とは、木材の加工又は流通の事業を行う者をいう。 

8 この条例において「建築関係事業者」とは、建築物の設計又は施工の事業を行う者をい

う。 

 

(基本理念) 

第 3 条 県産木材の供給及び利用の推進は、県、市町村、森林所有者、林業事業者、木材産

業事業者及び建築関係事業者の適切な役割分担及び相互の連携並びに県民及びその他事

業者(林業事業者、木材産業事業者及び建築関係事業者以外の事業者をいう。)(以下「県民

等」という。)の理解と協力の下に、その実現が図られなければならない。 

2 県産木材の供給及び利用の推進は、本県の豊かな森林資源が枯渇することなく次の世代

に継承され、及び森林の有する多面的機能が持続的に発揮される環境を確保することを旨

として行われなければならない。 

3 県産木材の供給及び利用の推進は、地域の森林資源の有効活用を通じて、林業及び木材

産業の持続的な発展を図り、本県経済の活性化に資することを旨として行われなければな

らない。 

4 県産木材の供給及び利用の推進は、木材の優れた特性を生かすことにより、県民の快適

な居住環境の形成、県民に安らぎをもたらす生活環境の創造等県民が心豊かに暮らすこと

ができる社会の実現に資することを旨として行われなければならない。 

 

(県の責務) 

第 4 条 県は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、県産木材の

供給及び利用の推進に関する施策を実施する責務を有する。 

 

(市町村との連携) 

第 5 条 県は、市町村が地域の実情に応じて実施する県産木材の供給及び利用の推進に関

する施策への必要な支援並びに市町村が実施する広域的な県産木材の供給及び利用の推

進に関する施策の総合調整を行うものとする。 



 

(森林所有者の役割) 

第 6 条 森林所有者は、基本理念にのっとり、森林の有する多面的機能が持続的に発揮され

る環境を確保するため、その所有する森林の整備及び保全に資する取組を行うよう努める

ものとする。 

2 森林所有者は、県及び市町村が実施する県産木材の供給及び利用の推進に関する施策に

協力するよう努めるものとする。 

 

(林業事業者の役割) 

第 7 条 林業事業者は、基本理念にのっとり、地域における森林経営の中核的な担い手とし

て、その地域の特性に応じた森林の計画的な整備及び保全、良質な県産木材の安定的な供

給等林業の持続的な発展に資する取組を行うよう努めるものとする。 

2 林業事業者は、県及び市町村が実施する県産木材の供給及び利用の推進に関する施策に

協力するよう努めるものとする。 

 

(木材産業事業者の役割) 

第 8 条 木材産業事業者は、基本理念にのっとり、県産木材の品質の確保、有効利用、加工

技術の継承及び向上等木材産業の持続的な発展に資する取組を行うよう努めるものとす

る。 

2 木材産業事業者は、県及び市町村が実施する県産木材の供給及び利用の推進に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

 

(建築関係事業者の役割) 

第 9 条 建築関係事業者は、基本理念にのっとり、県産木材に係る知識の習得並びに木造建

築技術の継承及び向上に資する取組を行うよう努めるものとする。 

2 建築関係事業者は、県及び市町村が実施する県産木材の供給及び利用の推進に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

 

(県民等の協力) 

第 10 条 県民等は、基本理念にのっとり、県産木材の供給及び利用を推進することが本県

経済の活性化及び県民が心豊かに暮らすことができる社会の実現に資することについて

理解を深め、その日常生活及び事業活動を通じて県産木材の利用に協力するよう努めるも

のとする。 

 

(財政上の措置) 

第 11 条 県は、県産木材の供給及び利用に関する施策を推進するため、必要な財政上の措



置を講ずるよう努めるものとする。 

 

(県産木材の供給の推進) 

第 12 条 県は、県産木材の供給を推進するための施策として、次に掲げる事項を実施する

ものとする。 

(1) 森林の適正な整備及び保全の推進に関すること。 

(2) 森林施業の集約化の推進に関すること。 

(3) 高性能林業機械の導入の推進に関すること。 

(4) 県産木材の加工及び流通の体制の整備に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、県産木材の供給を図るために必要な施策の推進に関す

ること。 

 

(県産木材の利用の推進) 

第 13 条 県は、県産木材の利用を推進するための施策として、次に掲げる事項を実施する

ものとする。 

(1) 県産木材及び県産木材を利用した製品に対して信頼感等を与える独自の印象を創出

するための施策の推進に関すること。 

(2) 住宅その他の建築物等における県産木材の利用に資する施策の推進に関すること。 

(3) 県産木材の販路の拡大に関すること。 

(4) 県産木材の新たな用途の開発に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、県産木材の利用を図るために必要な施策の推進に関す

ること。 

 

(県の率先利用) 

第 14 条 県は、県産木材に対する需要の増進に資するため、自ら率先してその整備する建

築物等における県産木材の利用に努めなければならない。 

 

(調査研究等) 

第 15 条 県は、県産木材の供給及び利用を推進するため、林業経営の効率化、県産木材の

品質の向上及び新たな用途の開発等に関し、調査研究並びにその成果の普及及び活用のた

めに必要な措置を講ずるものとする。 

 

(人材の育成及び確保) 

第 16 条 県は、県産木材の供給及び利用の推進に寄与する人材を育成し、及び確保するた

めに必要な施策を講ずるものとする。 

 



(広報及び啓発) 

第 17 条 県は、県産木材の供給及び利用の推進の重要性について県民等の理解を深めるた

めに必要な広報活動及び啓発活動を行うものとする。 

 

(連携協力体制の整備) 

第 18 条 県は、県産木材の供給及び利用に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、

県、市町村、森林所有者、林業事業者、木材産業事業者、建築関係事業者及び県民等が意

見を交換し、並びに相互に連携し、及び協力することができる体制を整備するものとする。 

 

(公表) 

第 19 条 知事は、毎年度、県産木材の供給及び利用の推進に関し講じた施策の状況を取り

まとめ、公表するものとする。 

 

(顕彰) 

第 20 条 県は、県産木材の供給及び利用の推進について顕著な功績があると認められるも

のの顕彰に努めるものとする。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(検討) 

2 県は、この条例の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 


